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本⽇の説明会について

東海第二発電所は、安全最優先で安全性向上対策工事を進めており、
このことで発電所周辺にお住いの皆さまの安全を確保することができる
と考えております。

工事の具体的な内容などについて、発電所周辺にお住いの皆さまへご説
明させていただき、ご意⾒等をいただくため、対話形式による状況説明
会を開催させていただいております。
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ご説明内容

１．⽇本のエネルギー事情
２．我が国のエネルギー政策の基本方針
３．⽇本の原⼦⼒発電所 稼働状況
４．許認可状況と今後の⾒通し
５．安全性向上対策工事の概要 （動画のご視聴）
６．防潮堤工事（鋼製防護壁）
７．緊急時に備えた訓練
８．地域の防災⼒向上への取組み
９．非常時における支援体制の構築
10. コミュニケーション活動
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１．⽇本のエネルギー事情①
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出典 IEA「World Energy Balances 2022」の2021年推計値、
⽇本のみ資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の2021年度確報値 ※表内の順位はOECD38カ国中の順位

主要国の⼀次エネルギー⾃給率⽐較（2021年）



１．⽇本のエネルギー事情②
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⽇本の電源構成の推移と2030年度の電源構成

出典 総合エネルギー統計（2022年度確報）
2030年度におけるエネルギー需給の⾒通しをもとに資源エネルギー庁作成
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２．エネルギー政策の基本方針
⽇本のエネルギー政策は、「S＋3E」の考え方を基本方針とする

出典 資源エネルギー庁
2023ー⽇本が抱えているエネルギー問題（前編）
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３．⽇本の原⼦⼒発電所 稼動状況

出典 電気事業連合会
⽇本の原⼦⼒発電所 稼動状況⼀覧

「未申請」は計画中等を含みます



2022 202620212020201920182017201620152014年度
項目

①原⼦炉設置変更許可
(本体施設)

②工事計画認可
(本体施設)

③運転期間延⻑認可
（本体施設）

④特定重大事故等対処施設
（テロ対策施設）

2011年の東北地方太平洋沖地震及び福島第⼀原⼦⼒発電所事故等を踏まえて，国の原⼦⼒規制は極め
て厳しい内容に⾒直しされました。この規制に基づき，東海第⼆発電所の安全性や安全対策について
審査が⾏われ，2018年までに主な審査項目について許認可（合格）を得ています。現在はその内容に
沿う形で発電所の安全性向上対策工事等を実施中です。
また，新たに設置を⾏う特定重⼤事故対処施設（テロ対策施設）については，詳細な設計の審査が⾏
われており、許可が得られたものから施設の設置工事も実施しています。
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４．東海第二の許認可状況と今後の⾒通し

▼申請（本体施設の基本的事項）
審査終了

審査終了

審査終了

発電所の安全性向上対策工事実施中
（2013年6⽉から2026年12⽉まで）

▼申請（設備経年変化の安全性確認）

▼申請（本体施設の詳細設計）

▼申請(テロ対策施設の基本的事項)

▼申請(テロ対策施設の詳細設計）
審査終了

2026年
12⽉

審査中



バーチャル映像の動画をご覧ください。
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５．安全性向上対策工事の概要



9目的外使⽤・複製・開⽰等禁⽌ ⽇本原⼦⼒発電株式株式会社

６.（１）防潮堤（鋼製防護壁）の概要（1／2）
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６.（１）防潮堤（鋼製防護壁）の概要（２／2）
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６.（２）鋼製防護壁 基礎構築中に確認された不具合（１／３）
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６.（２）鋼製防護壁 基礎構築中に確認された不具合（２／３）
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６.（２）鋼製防護壁 基礎構築中に確認された不具合（３／３）
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6.（３）鋼製防護壁 基礎構築 今後の方向性

６月～8月の審査会合で原子力規制委員会より受けたコメントを踏まえ、
具体的な設計方針の見通しを得た段階、実現性のある構造や施工方法が定まった段階でご説明する
予定です。

<方向性＞
・不確かさが残る地中連続壁部を基礎（上部の鋼製防護壁を支持する構造）として使用しない設計
に変更する。

・地中連続壁部を基礎として使用しないことにより、当初設計の剛性・耐力が確保できないため、
周辺地盤の地盤改良や基礎の追加等の対策について、施工性も考慮した上で検討し、
安全裕度を確保した構造とする。

・地中連続壁部は残置（中実部基礎構築のための土塁壁として使用）し、耐震・耐津波評価上は、
保守的に地盤（改良土）として扱う。
（地中連続壁部はコンクリートであり、実際は評価結果を上回る安全裕度を有する基礎となると
考えられる）

・残置する地中連続壁部が中実部基礎等へどのような影響を及ぼすかについて評価する。



電源ケーブル接続訓練
（夜間訓練）

防護装備でのポンプ⾞取⽔訓練 フルスコープシミュレータ
による運転操作訓練
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７．緊急時に備えた訓練

東海第⼆発電所は、安全性向上対策工事だけではなく、常⽇頃から厳しい教育や訓練を受けた当社社員が
24時間体制で勤務し、様々な事態に対応できるように準備しています。



地域の防災イベントへの参画自治体訓練への参加 福祉⾞両を⽤いた実技研修避難退域時検査実務研修
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８．地域の防災⼒向上への取り組み
万が⼀、原⼦⼒災害が発⽣した場合には、発電所の事故を早期に収束させるために全⼒を尽くすことはもちろん、
平常時から地域の皆さまの避難⾏動等に対しても、⾃治体と連携し事業者として⽀援を継続していきます。
「緊急時に対応するためには平常時からの関係構築が重要」との観点から、⾃治体や実動機関の方々との
連携強化等、地域の防災⼒向上への取組みを進めています。



【全国の電⼒会社等の連携】 【地域の関連企業との連携】

協定会社

⽇本原⼦⼒研究開発機構

原電エンジニアリング

三菱原⼦燃料

原⼦燃料工業

⽇⽴ＧＥニュークリア・エナジー

万が⼀、原⼦⼒災害が発⽣した場合で、⾃治体から要⽀援者の方々の 避難⽀援等の要請を受けた場
合は、協⼒会社と連携し、全⼒で⽀援してまいります。
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９．非常時における支援体制の構築



“げんでん”は、我が国の将来のため、原⼦⼒発電のパイオニアとして地球環境やエネルギー確保に貢
献していきます。
私たちは、⽇本のエネルギー事情や環境問題の解決に少しでも貢献できるよう、今後とも原⼦⼒事
業者としての役割を果たし、安全第⼀を最優先に発電所運営に取り組んでまいります。
発電所運営にあたっては、地域の皆さまのご意⾒を丁寧にお聞きしながら、皆さまの安⼼につなが
るようなコミュニケーション活動に取り組んでまいります。

被災地支援

地域イベントへの参加訪問してご意⾒をうかがう活動 公募⾒学会
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10．コミュニケーション活動

原⼦⼒館別館イベント 地域お祭りへの参加 テーブルトークの実施



ご清聴ありがとうございました。
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参考資料（安全性向上対策工事の状況）

2024年度版
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１．福島第⼀原⼦⼒発電所事故の教訓
重大事故対策の概要

●福島第⼀原⼦⼒発電所の事象経過

原⼦炉などの
冷却に必要な
電源を全て失う

原⼦炉などへ
冷却⽔を給⽔
する機能を失う

原⼦炉で発⽣した
⽔素が格納容器
から漏れ原⼦炉
建屋内に充満し
⽔素爆発が発⽣
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東海第二発電所の安全対策の概要
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①津波から電源やポンプを守る設備
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①津波から電源やポンプを守る設備
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①津波から電源やポンプを守る設備
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①津波から電源やポンプを守る設備
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②電源を多様化する設備
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③原⼦炉を冷やす設備
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③原⼦炉を冷やす設備
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④発生した熱を海へ放熱する設備

目的外使⽤・複製・開⽰等禁⽌ ⽇本原⼦⼒発電株式株式会社 10



④発生した熱を海へ放熱する設備
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⑤自然災害に備える設備
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⑤自然災害に備える設備
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⑤自然災害に備える設備
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⑤自然災害に備える設備
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万が⼀温度と圧⼒が過剰に上昇した場合に備え、格納容器圧⼒逃がし装置、原⼦炉建屋内の⽔素を取
り除く装置（⽔素再結合装置）を設置します。

⑥万が⼀の事故等に備える設備

水素
再結合装置
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原⼦炉建屋への故意による⼤型航空機の衝突といったテロ⾏為等が発⽣した場合、２０１８年に設置
変更許可を取得した本体施設等に係る安全性向上対策において、主に可搬型設備等による対応を中⼼
としたテロ対策を講じることとしております。

これに加え、上記の対策のバックアップとして、緊急時制御室から遠隔で原⼦炉減圧操作設備等により
原⼦炉圧⼒容器や原⼦炉格納容器の冷却・減圧を⾏い、原⼦炉格納容器の破損を防ぐ施設も別途設けま
す。

テロ対策の詳細については、施設保安上の観点から詳細な説明は差し控えさせていただきます。

⑥万が⼀の事故等に備える設備
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